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新
年
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
輝
か
し
い
新
春
を
お
迎
え
の
こ

と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

旧
年
中
は
、
全
国
市
議
会
議
長
会
の
活
動
に
際
し
ま
し
て
、
格
別
の
ご
理
解
と
ご
支
援
を
賜
り
ま

し
た
こ
と
に
衷
心
よ
り
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

近
年
、
気
象
変
動
に
よ
る
大
規
模
自
然
災
害
が
頻
発
し
て
お
り
、
昨
年
に
お
い
て
も
、
全
国
の
多

く
の
地
域
が
広
範
囲
に
渡
り
甚
大
な
被
害
に
見
舞
わ
れ
ま
し
た
。
犠
牲
に
な
ら
れ
た
方
々
の
ご
冥
福

を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
と
と
も
に
、
一
日
も
早
い
復
旧
・
復
興
を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
。

令
和
2
年
度
の
税
制
改
正
で
は
、
電
気
供
給
業
に
係
る
法
人
事
業
税
（
収
入
金
課
税
）
に
関
し
課

税
方
式
を
見
直
す
こ
と
と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
れ
に
伴
う
減
収
額
は
、
電
力
会
社
に
対
す
る
軽
油
引

取
税
、
固
定
資
産
税
の
見
直
し
に
よ
る
代
替
財
源
確
保
と
地
方
交
付
税
に
よ
り
補
填
す
る
こ
と
と
さ

れ
、
併
せ
て
、
特
別
法
人
事
業
税
の
税
率
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
市
町
村
に
対
す
る
法
人
事

業
税
交
付
金
に
与
え
る
影
響
を
最
小
限
に
と
ど
め
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
お
り
ま
す
。
ゴ
ル
フ
場
利

用
税
に
つ
い
て
は
、
非
課
税
対
象
年
齢
の
拡
大
は
見
送
ら
れ
、
現
行
制
度
が
維
持
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

令
和
2
年
度
の
地
方
財
政
対
策
で
は
、
一
般
財
源
総
額
は
前
年
度
を
0
・
7
兆
円
上
回
る
63
・
4

兆
円
を
確
保
、
地
方
交
付
税
は
、
対
前
年
度
0
・
4
兆
円
増
の
16
・
6
兆
円
が
確
保
さ
れ
2
年
連
続

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
に
引
き
続
き
折
半
対
象
財
源
不
足
が
生
じ
な
い
こ
と
と
な
り
、
臨

時
財
政
対
策
債
の
発
行
額
が
0
・
1
兆
円
減
の
3
・
1
兆
円
に
抑
制
さ
れ
る
こ
と
で
地
方
財
政
の
健

全
化
が
進
め
ら
れ
て
お
り
ま
す
。
ま
た
、
地
方
法
人
課
税
の
新
た
な
偏
在
是
正
措
置
に
よ
り
生
じ
る

財
源
の
全
額
を
活
用
し
、
「
地
域
社
会
再
生
事
業
費
」
を
新
た
に
創
設
、
地
方
創
生
に
つ
い
て
、
地

方
財
政
計
画
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
と
し
て
引
き
続
き
1
兆
円
が
計
上
さ
れ
、

教
育
の
無
償
化
に
係
る
地
方
負
担
に
つ
い
て
、
歳
出
に
全
額
計
上
さ
れ
、
必
要
な
財
源
が
確
保
さ
れ

て
お
り
ま
す
。

東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め
と
す
る
各
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
つ
き
ま
し
て
は
、
今
後
も
被
災

自
治
体
の
一
日
も
早
い
復
旧
・
復
興
に
向
け
万
全
の
措
置
を
講
じ
る
よ
う
強
く
求
め
て
参
り
ま
す
。

多
様
な
人
材
の
市
議
会
へ
の
参
画
を
促
し
、
議
会
の
活
性
化
を
図
る
た
め
、
本
会
と
し
て
、
今
後
も

引
き
続
き
、
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
が
立
候
補
し
や
す
い
労
働
法
制
の
見
直
し
、
小
規
模
市
町
村
に
お
け
る

議
員
報
酬
の
引
上
げ
等
を
促
進
す
る
財
政
支
援
、
厚
生
年
金
制
度
へ
の
地
方
議
会
議
員
の
加
入
実
現
、

地
方
議
会
の
権
能
強
化
な
ど
を
国
に
対
し
求
め
て
参
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

結
び
に
、
各
都
市
、
各
市
議
会
の
益
々
の
ご
発
展
、
皆
様
方
の
ご
健
勝
と
ご
活
躍
を
ご
祈
念
申
し

上
げ
ま
し
て
、
新
春
の
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。
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は
じ
め
に

新
春
の
お
慶
び
を
申
し
上

げ
ま
す
。

昨
年
9
月
に
、
2
年
1
ヶ

月
ぶ
り
に
再
び
大
臣
と
し
て

総
務
行
政
に
携
わ
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。
幅
広
い
政
策

資
源
を
有
す
る
総
務
省
の
施

策
を
有
機
的
に
組
み
合
わ
せ
、

国
民
の
皆
様
に
と
っ
て
必
要

な
取
組
を
一
つ
一
つ
着
実
に

進
め
、
結
果
を
出
す
と
い
う

決
意
の
下
、
本
年
も
、
緊
張

感
を
持
っ
て
全
力
で
職
務
に

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

昨
年
は
、
相
次
ぐ
台
風
や

豪
雨
な
ど
の
自
然
災
害
に
よ

り
、
甚
大
な
被
害
が
発
生
し

ま
し
た
。
お
亡
く
な
り
に
な

っ
た
方
々
に
哀
悼
の
意
を
表

し
、
被
災
さ
れ
た
方
々
に
心

か
ら
お
見
舞
い
を
申
し
上
げ

ま
す
。

地
域
の
活
性
化
と
地
方
へ
の

人
の
流
れ
の
創
出

本
年
も
地
域
経
済
の
活
性

化
や
地
方
へ
の
人
の
流
れ
の

創
出
を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
」

の
隊
員
を
令
和
6
年
度
に
8

千
人
ま
で
増
や
す
と
い
う
目

標
に
向
け
、
一
層
の
制
度
Ｐ

Ｒ
に
努
め
る
と
と
も
に
、
シ

ニ
ア
層
な
ど
応
募
者
の
裾
野

の
拡
大
に
も
取
り
組
み
ま
す
。

さ
ら
に
、
起
業
や
事
業
承
継

に
向
け
た
支
援
な
ど
、
隊
員

の
方
々
の
任
期
終
了
後
の
地

域
定
着
・
創
業
を
応
援
し
、

地
方
で
の
「
人
」
と
「
仕
事
」

の
好
循
環
を
拡
大
し
て
ま
い

り
ま
す
。

あ
わ
せ
て
、
地
域
と
多
様

に
関
わ
る
「
関
係
人
口
」
の

創
出
・
拡
大
に
向
け
て
、
関

係
府
省
庁
と
連
携
し
て
、「
関

係
人
口
」
の
創
出
・
拡
大
に

取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
数

を
明
確
な
数
値
目
標
を
掲
げ

て
増
や
す
と
と
も
に
、
「
関

係
人
口
」
と
地
域
と
の
継
続

的
な
協
働
事
業
や
「
関
係
人

口
」
も
意
識
し
た
地
域
活
性

化
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団

体
を
支
援
し
て
、
「
関
係
人

口
」
の
取
組
を
深
化
さ
せ
て

ま
い
り
ま
す
。
深
化
し
た
取

組
を
全
国
へ
横
展
開
し
定
着

さ
せ
る
こ
と
で
、
全
国
各
地

で
、
「
関
係
人
口
」
が
地
域

と
関
わ
り
合
い
な
が
ら
地
域

活
性
化
に
貢
献
す
る
姿
を
目

指
し
て
ま
い
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
過
疎
地
域
な
ど

の
条
件
不
利
地
域
に
つ
い
て

は
、
基
幹
集
落
を
中
心
と
し

た「
集
落
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
圏
」

の
形
成
を
進
め
ま
す
。

現
在
、
地
方
制
度
調
査
会

に
お
い
て
、
地
域
・
組
織
の

枠
を
超
え
た
連
携
や
、
情
報

通
信
技
術
を
活
用
し
た
対
応

策
な
ど
、
人
口
減
少
に
対
応

す
る
た
め
に
必
要
な
地
方
行

政
体
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て

審
議
さ
れ
て
い
ま
す
。
地
方

の
御
意
見
を
丁
寧
に
伺
い
な

が
ら
検
討
を
進
め
、
持
続
可

能
な
形
で
必
要
な
行
政
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の
地

方
行
政
体
制
の
実
現
に
向
け

て
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

5
Ｇ
・
Ｉ
ｏ
Ｔ
・
Ａ
Ｉ
時
代

の
地
域
社
会

技
術
革
新
を
大
き
な
チ
ャ

ン
ス
と
捉
え
、
5
Ｇ
・
Ｉ
ｏ

Ｔ
・
Ａ
Ｉ
な
ど
の
技
術
を
、

医
療
、
福
祉
、
教
育
、
地
域

交
通
、
観
光
業
、
農
林
水
産

業
、
防
災
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

な
ど
に
活
用
し
、
そ
の
恩
恵

を
享
受
で
き
る
地
域
社
会
を

実
現
す
る
た
め
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ

ン
フ
ラ
と
利
用
環
境
の
整
備

を
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

5
Ｇ
や
光
フ
ァ
イ
バ
な
ど

の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
イ
ン
フ
ラ
に
つ
い

て
は
、
地
域
へ
の
整
備
を
促

進
し
、
早
期
の
全
国
展
開
を

図
る
ほ
か
、
ロ
ー
カ
ル
5
Ｇ

な
ど
地
域
に
お
け
る
5
Ｇ
の

利
活
用
促
進
策
に
も
一
体
的

に
取
り
組
み
ま
す
。

安
定
的
な
地
方
行
財
政
基
盤

の
確
保

令
和
2
年
度
の
地
方
財
政

に
つ
い
て
は
、
「
新
経
済
・

財
政
再
生
計
画
」
を
踏
ま
え
、

交
付
団
体
を
は
じ
め
地
方
の

安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要

と
な
る
一
般
財
源
総
額
に
つ

い
て
、
令
和
元
年
度
地
方
財

政
計
画
の
水
準
を
下
回
ら
な

い
よ
う
、
実
質
的
に
同
水
準

を
確
保
し
て
い
き
ま
す
。

令
和
2
年
度
税
制
改
正
に

お
い
て
は
、
所
有
者
不
明
土

地
等
に
係
る
固
定
資
産
税
に

つ
い
て
、
所
有
者
情
報
の
円

滑
な
把
握
や
課
税
の
公
平
性

の
確
保
の
観
点
か
ら
の
対
応

を
行
う
と
と
も
に
、
個
人
住

民
税
に
つ
い
て
全
て
の
ひ
と

り
親
家
庭
の
子
供
に
対
す
る

公
平
な
税
制
を
実
現
す
る
こ

と
と
し
ま
し
た
。

電
気
供
給
業
に
係
る
法
人

事
業
税
の
見
直
し
に
つ
い
て

は
、
地
方
団
体
の
税
収
に
与

え
る
影
響
を
考
慮
し
た
結
論

を
得
る
こ
と
が
で
き
た
と
考

え
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
税
共
通
納
税

シ
ス
テ
ム
の
対
象
税
目
に
、

新
た
に
個
人
住
民
税
の
利
子

割
・
配
当
割
・
株
式
等
譲
渡

所
得
割
を
追
加
す
る
こ
と
と

し
ま
し
た
。
納
税
者
の
皆
様

の
利
便
性
向
上
と
地
方
団
体

の
課
税
事
務
の
効
率
化
な
ど

を
図
る
た
め
、
引
き
続
き
、

地
方
税
の
電
子
化
を
進
め
て

ま
い
り
ま
す
。

防
災
・
減
災
／
復
旧
・
復
興

昨
年
は
、
8
月
の
大
雨
に

よ
る
九
州
北
部
で
の
災
害
、

台
風
第
15
号
、
台
風
第
19
号

な
ど
に
よ
る
災
害
が
相
次
ぎ

ま
し
た
。

昨
年
の
台
風
第
19
号
な
ど

に
お
い
て
は
、
被
災
自
治
体

の
要
望
を
伺
い
な
が
ら
、
普

通
交
付
税
の
繰
上
げ
交
付
を

行
い
ま
し
た
。

ま
た
、
被
災
後
の
復
旧
費

用
を
考
慮
し
て
も
、
維
持
管

理
の
た
め
の
河
川
等
の
浚
渫

が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

地
方
団
体
が
単
独
事
業
と
し

て
緊
急
的
に
実
施
で
き
る
よ

う
、「
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
」

を
創
設
し
、
特
例
的
に
地
方

債
の
発
行
を
可
能
と
す
る
こ

と
と
い
た
し
ま
す
。

結
び
に
、
皆
様
の
ご
健
勝

と
ご
多
幸
を
お
祈
り
申
し
上

げ
ま
す
。

年
頭
所
感

総
務
大
臣

高
市

早
苗

第2107・8号 令和2年1月15日 （2）全国市 議 会 旬 報



新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で

と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

皆
様
に
お
か
れ
て
は
、
地

域
住
民
の
代
表
と
し
て
地
方

創
生
の
取
組
を
進
め
て
い
た

だ
い
て
お
り
、
改
め
て
感
謝

申
し
上
げ
ま
す
。

安
倍
内
閣
が「
地
方
創
生
」

を
最
重
要
政
策
の
一
つ
と
し

て
掲
げ
、
平
成
26
年
末
に
取

組
を
開
始
し
て
か
ら
5
年
が

経
ち
ま
し
た
。

こ
の
間
、
政
府
に
お
い
て

は
、
平
成
27
年
度
か
ら
の
5

か
年
の
目
標
や
施
策
を
ま
と

め
た
第
1
期
「
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」

を
策
定
し
、
人
口
の
減
少
に

歯
止
め
を
か
け
る
と
と
も
に
、

東
京
圏
へ
の
人
口
の
過
度
の

集
中
を
是
正
し
、
将
来
に
わ

た
っ
て
活
力
あ
る
日
本
社
会

を
維
持
す
る
べ
く
取
り
組
ん

で
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

皆
様
の
御
尽
力
に
よ
り
、

豊
か
な
自
然
、
特
色
あ
る
産

業
な
ど
、
そ
の
地
域
「
な
ら

で
は
」
の
魅
力
と
強
み
を
生

か
し
た
取
組
が
津
々
浦
々
ま

で
広
が
っ
て
お
り
、
こ
の
よ

う
な
地
方
創
生
の
気
運
を
、

第
2
期
に
つ
な
げ
て
い
く
こ

と
が
重
要
で
す
。

昨
年
は
、
こ
れ
ま
で
の
第

1
期
「
総
合
戦
略
」
の
成
果

と
課
題
を
検
証
し
、
総
仕
上

げ
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

第
2
期
に
向
け
た
検
討
を
行

い
、
地
方
の
皆
様
か
ら
の
ご

意
見
等
も
踏
ま
え
た
上
で
、

第
2
期
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
を
閣

議
決
定
い
た
し
ま
し
た
。「
継

続
は
力
な
り
」
と
い
う
姿
勢

を
基
本
に
し
、
目
指
す
べ
き

将
来
や
、
令
和
2
年
度
か
ら

の
今
後
5
か
年
の
目
標
や
施

策
の
方
向
性
等
を
策
定
す
る

と
と
も
に
、
関
係
省
庁
と
の

連
携
を
よ
り
一
層
強
化
し
、

地
方
創
生
の
動
き
を
更
に
加

速
さ
せ
て
い
く
こ
と
と
し
て

お
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
東
京
一
極

集
中
の
是
正
に
向
け
て
、
東

京
か
ら
地
方
へ
の
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ

ー
ン
に
よ
る
起
業
・
就
業
者

の
創
出
、
「
キ
ラ
リ
と
光
る

地
方
大
学
づ
く
り
」
な
ど
を

引
き
続
き
強
力
に
推
進
い
た

し
ま
す
。

ま
た
、
「
関
係
人
口
」
の

創
出
・
拡
大
に
向
け
て
、
都

市
住
民
等
と
地
域
の
ニ
ー
ズ

の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
、
民

間
主
体
の
中
間
支
援
組
織
の

育
成
・
支
援
や
、
市
町
村
に

お
け
る
相
談
体
制
の
構
築
の

ほ
か
、
都
市
住
民
等
の
地
方

に
お
け
る
副
業
・
兼
業
の
促

進
、
子
供
の
農
山
漁
村
体
験

の
充
実
な
ど
を
行
っ
て
ま
い

り
ま
す
。

併
せ
て
、
地
域
に
お
け
る

Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
5
・
0
の

実
現
に
向
け
た
未
来
技
術
の

活
用
を
進
め
る
ほ
か
、
持
続

可
能
な
開
発
目
標
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ

ｓ
」
を
原
動
力
と
し
た
地
方

創
生
を
推
進
い
た
し
ま
す
。

令
和
2
年
度
予
算
案
に
つ

い
て
は
、
内
閣
官
房
・
内
閣

府
の
地
方
創
生
関
連
予
算
全

体
で
は
、
昨
年
度
を
上
回
る

1
0
5
2
億
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

特
に
、
高
い
期
待
を
寄
せ

て
い
た
だ
い
て
い
る
地
方
創

生
推
進
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

昨
年
度
ま
で
と
同
額
の
1
0

0
0
億
円
を
確
保
す
る
と
と

も
に
、
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
5

・
0
の
実
現
に
向
け
た
取
組

に
対
す
る
支
援
の
枠
組
み
の

新
設
や
、
複
数
年
度
に
わ
た

る
施
設
整
備
事
業
の
円
滑
化

（
地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付

金
の
一
部
当
初
予
算
化
）
、

移
住
支
援
事
業
の
要
件
緩
和

（
対
象
者
・
対
象
企
業
の
拡

大
）
等
、
更
な
る
運
用
改
善

を
行
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

ま
た
、
令
和
元
年
度
補
正

予
算
案
で
は
、
地
方
創
生
拠

点
整
備
交
付
金
に
お
い
て
、

昨
年
度
同
額
の
6
0
0
億
円

を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
地

方
創
生
へ
の
高
い
効
果
が
期

待
さ
れ
る
事
業
は
、
設
備
整

備
や
用
地
造
成
を
中
心
と
す

る
事
業
も
対
象
と
す
る
な
ど
、

要
件
を
緩
和
い
た
し
ま
す
。

令
和
2
年
度
税
制
改
正
で

は
、
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

に
つ
い
て
、
地
方
へ
の
資
金

の
流
れ
を
飛
躍
的
に
高
め
る

観
点
か
ら
、
税
額
控
除
割
合

の
引
上
げ
（
損
金
算
入
と
合

わ
せ
、
税
の
軽
減
効
果
を
最

大
で
約
9
割
と
す
る
）
や
手

続
の
簡
素
化
等
、
大
幅
な
見

直
し
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、

地
方
拠
点
強
化
税
制
に
つ
い

て
は
、
地
方
に
お
け
る
雇
用

創
出
を
図
る
観
点
か
ら
、
企

業
が
本
社
機
能
を
地
方
に
移

転
し
た
場
合
に
、
移
転
先
で

の
雇
用
に
着
目
し
た
税
額
控

除
を
拡
大
す
る
等
、
雇
用
促

進
税
制
の
支
援
の
重
点
化
を

行
い
ま
す
。

皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、

こ
う
し
た
税
財
政
面
で
の
支

援
策
も
積
極
的
に
ご
活
用
い

た
だ
き
た
く
存
じ
ま
す
。

ま
た
、
昨
年
の
臨
時
国
会

に
お
い
て
、
「
地
域
再
生
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

及
び
「
構
造
改
革
特
別
区
域

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」
が
成
立
し
、
人
口
減
少

社
会
に
対
応
し
た
ま
ち
づ
く

り
等
、
地
域
の
活
性
化
を
目

指
す
地
方
公
共
団
体
の
取
組

に
ご
活
用
い
た
だ
け
る
制
度

を
創
設
い
た
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
は
、
第
4
次
産
業

革
命
に
お
け
る
最
先
端
技
術

と
大
胆
な
規
制
緩
和
に
よ
り
、

理
想
の
未
来
社
会
を
先
行
実

現
す
る「
ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ
」

構
想
を
推
進
す
る
べ
く
、
来

る
通
常
国
会
に
お
い
て
、
こ

の
構
想
実
現
に
必
要
な
法
律

の
成
立
を
目
指
し
て
ま
い
り

ま
す
。

地
方
創
生
の
一
層
の
推
進

に
は
、
皆
様
の
お
力
が
欠
か

せ
ま
せ
ん
。
ご
地
元
に
お
け

る
こ
れ
ま
で
の
取
組
を
振
り

返
る
と
と
も
に
、
切
れ
目
な

い
取
組
を
進
め
る
た
め
、
国

の
第
2
期
「
総
合
戦
略
」
を

勘
案
し
次
期
「
地
方
版
総
合

戦
略
」
の
策
定
作
業
を
進
め

て
い
た
だ
き
た
く
存
じ
ま
す
。

令
和
2
年
度
は
地
方
創
生

の
新
た
な
幕
開
け
で
す
。
皆

様
の
お
力
添
え
を
賜
り
つ
つ
、

地
方
が
主
役
と
な
る
地
方
創

生
の
実
現
に
向
け
て
邁
進
す

る
こ
と
を
お
誓
い
申
し
上
げ
、

年
頭
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
す
。

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創

生

担

当

大

臣

年
頭
所
感

北
村

誠
吾
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令
和
2
年
度
の
地
方
財
政

対
策
は
昨
年
12
月
18
日
の
閣

僚
折
衝
で
合
意
、
総
務
省
が

同
20
日
発
表
し
た
。
地
方
交

付
税
は
前
年
度
比
2
・
5
％

増
と
平
成
23
年
度
（
2
・
8

％
増
）
以
来
、
9
年
ぶ
り
の

高
い
伸
び
を
記
録
、
16
兆
5

8
8
2
億
円
と
な
っ
た
。
地

方
税
な
ど
を
合
わ
せ
た
一
般

財
源
総
額
は
1
・
2
％
増
の

63
兆
4
3
1
8
億
円
と
過
去

最
高
を
更
新
し
、
地
方
財
政

計
画
の
規
模
は
1
・
3
％
増

の
90
兆
7
4
0
0
億
円
と
、

初
め
て
90
兆
円
の
大
台
を
超

え
た
。

本
会
を
は
じ
め
地
方
六
団

体
側
は
今
対
策
に
つ
い
て
、

一
定
の
評
価
を
下
し
つ
つ
も

依
然
、
巨
額
の
財
源
不
足
が

解
消
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か

ら
「
地
方
交
付
税
の
法
定
率

引
き
上
げ
な
ど
、
特
例
措
置

に
依
存
し
な
い
持
続
可
能
な

制
度
の
確
立
」
に
向
け
た
取

り
組
み
を
求
め
て
い
る
（
5

面
「
共
同
声
明
」
参
照
）
。

歳
入
面
を
見
る
と
、
地
方

税
は
1
・
9
％
増
の
40
兆
9

3
6
6
億
円
、
地
方
譲
与
税

は
3
・
8
％
減
の
2
兆
6
0

8
6
億
円
。

地
方
交
付
税
の
う
ち
、
所

得
・
法
人
・
酒
・
消
費
各
税

の
法
定
率
分
は
15
兆
3
2
5

3
億
円
で
、
こ
れ
に
国
税
減

額
補
正
の
影
響
や
、
一
般
会

計
の
加
算
措
置
、
交
付
税
特

別
会
計
剰
余
金
1
0
0
0
億

円
の
活
用
な
ど
の
要
因
を
加

減
す
る
と
、
自
治
体
に
配
る

出
口
ベ
ー
ス
で
前
年
度
を
4

0
7
3
億
円
（
2
・
5
％
）

上
回
る
水
準
に
達
し
た
。

社
会
保
障
分
野
で
の
歳
出

増
な
ど
か
ら
地
方
の
財
源
不

足
額
は
2
・
7
％
増
の
4
兆

5
2
8
5
億
円
と
膨
ら
ん
だ

が
、
交
付
税
の
増
額
措
置
な

ど
に
よ
り
臨
時
財
政
対
策
債

は
3
・
6
％
減
の
3
兆
1
3

9
8
億
円
と
3
年
連
続
で
前

年
水
準
を
下
回
っ
た
。

「
地
域
社
会
再
生
」
新
設

歳
出
の
個
別
事
項
を
み
る

と
、
目
玉
の
一
つ
が
「
地
域

社
会
再
生
事
業
費
（
仮

称
）
」
（
4
2
0
0
億
円
）

の
創
設
だ
。
地
方
法
人
課
税

の
偏
在
是
正
で
生
ま
れ
た
財

源
を
活
用
し
、
人
口
減
に
悩

む
地
域
社
会
の
維
持
・
再
生

に
向
け
た
施
策
に
充
て
る
。

都
道
府
県
と
市
町
村
に
そ
れ

ぞ
れ
2
1
0
0
億
円
を
充
当

す
る
。

ま
た
、
防
災
・
減
災
対
策

で
は
、
自
治
体
が
単
独
事
業

と
し
て
実
施
す
る
河
川
等
の

浚
渫
を
支
援
す
る
「
緊
急
浚

渫
推
進
事
業
費
」（
9
0
0
億

円
）
を
新
た
に
盛
り
込
ん
だ
。

2
年
度
か
ら
5
年
間
、
地
方

債
の
特
例
措
置
を
講
じ
る
。

都
道
府
県
が
、
市
町
村
へ

の
配
置
や
被
災
地
へ
の
派
遣

を
目
的
に
技
術
系
職
員
を
増

員
し
た
場
合
に
人
件
費
増
を

財
政
措
置
す
る
こ
と
も
決
定
。

元
年
度
創
設
の
森
林
環
境

譲
与
税
に
つ
い
て
も
災
害
防

止
の
観
点
か
ら
見
直
し
を
実

施
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機

構
の
準
備
金
活
用
に
よ
る
新

た
な
仕
組
み
を
設
け
、
倍
額

の
4
0
0
億
円
を
計
上
し
た
。

自
然
災
害
時
に
倒
木
に
よ
る

停
電
被
害
が
拡
大
し
た
こ
と

や
、
森
林
の
保
水
力
低
下
に

よ
り
流
木
被
害
が
相
次
い
だ

こ
と
を
踏
ま
え
た
。

地
方
創
生
事
業
に
つ
い
て

は
、
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
事
業
費
」
で
前
年
度

に
続
き
1
兆
円
、
「
地
方
創

生
交
付
金
」
で
同
じ
く
1
0

0
0
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ
確
保
。

「
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
5
・
0
」

実
現
に
向
け
、
基
盤
と
な
る

光
フ
ァ
イ
バ
ー
網
整
備
の
た

め
の
新
た
な
支
援
枠
組
み
を

設
け
る
な
ど
し
た
。

地財対策のポイント

1．地方交付税16兆5882億円
9年ぶり高い伸び（2・5％）
1．一般財源総額、過去最高
63兆4318億円
1．地方財政規模、90兆円超え
90兆7400億円
1．臨時財政債、3年連続減
3兆1398億円
1．新設「地域社会再生事業」
に4200億円
1．防災減災対策で河川浚渫
事業に900億円、森林環境譲
与税は倍額400億円
1．都道府県から市町村への
技術職員派遣に財政支援

野野
尻尻
会会
長長「「
国国
土土
強強
靭靭
化化
をを
」」

第第
33
回回
国国
とと
地地
方方
協協
議議
のの
場場

令
和
元
年
度
第
3
回
「
国

と
地
方
の
協
議
の
場
」
が
昨

年
12
月
11
日
、
首
相
官
邸
で

開
か
れ
た
。
同
2
年
度
予
算

案
編
成
が
最
終
局
面
を
迎
え

る
中
、
出
席
し
た
地
方
六
団

体
側
か
ら
、
安
定
的
な
税
財

源
確
保
な
ど
予
算
面
を
中
心

に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
要
望
を
伝

え
た
。

発
言
に
立
っ
た
本
会
の
野

尻
哲
雄
会
長
は
、
地
方
の
税

財
源
確
保
の
ほ
か
①
公
共
施

設
の
老
朽
化
対
策
を
含
む
国

土
強
靭
化
へ
の
国
の
取
り
組

み
強
化
②
過
疎
地
域
自
立
促

進
特
別
措
置
法
の
期
限
（
2

年
度
）
切
れ
後
の
新
た
な
過

疎
対
策
法
制
定
―
を
要
望
。

こ
れ
に
対
し
、
高
市
早
苗

総
務
相
は
公
共
施
設
の
老
朽

化
対
策
に
つ
い
て
「
事
業
債

の
所
要
額
を
し
っ
か
り
と
確

保
し
て
い
く
」
、
過
疎
対
策

法
に
つ
い
て
は
「
各
党
各
会

派
で
議
論
し
て
い
る
。
そ
の

動
向
を
し
っ
か
り
注
視
し
て

い
く
」
な
ど
と
応
じ
た
。

同
会
長
は
ま
た
、
全
国
的

に
空
き
地
、
空
き
家
、
耕
作

放
棄
地
が
増
え
て
い
る
と
し

て
、
人
口
減
少
時
代
の
土
地

利
用
の
在
り
方
を
議
論
す
る

場
を
官
邸
主
導
で
新
設
す
る

こ
と
を
提
案
。
自
治
会
等
の

縮
小
・
解
散
が
増
え
て
い
る

と
も
問
題
提
起
し
、
対
策
の

必
要
性
を
訴
え
た
。

来 年 度
地財対策

99
年年
ぶぶ
りり
高高
いい
伸伸
びび

地地
方方
交交
付付
税税
、、1166
兆兆
55
88
88
22
億億
円円

協議の場出席の野尻会長（左列手前から5人目）
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政
府
は
昨
年
12
月
20
日
、

令
和
2
年
度
予
算
案
を
閣
議

決
定
し
た
。
一
般
会
計
総
額

は
社
会
保
障
費
増
大
の
影
響

が
大
き
く
、
前
年
度
当
初
予

算
比
1
・
2
％
増
の
1
0
2

兆
6
5
8
0
億
円
と
な
り
、

2
年
連
続
で
1
0
0
兆
円
の

大
台
を
突
破
し
た
。
新
規
国

債
の
発
行
額
は
0
・
3
％
減

の
32
兆
5
5
6
2
億
円
で
、

10
年
連
続
で
減
少
。
税
収
は

昨
年
10
月
の
消
費
税
増
税
が

通
年
で
影
響
し
て
く
る
こ
と

か
ら
同
1
・
6
％
増
の
63
兆

5
1
3
0
億
円
を
計
上
し
た
。

政
府
は
予
算
案
を
今
月
始

ま
る
通
常
国
会
に
提
出
、
年

度
内
成
立
を
目
指
す
。

本
会
の
要
望
事
項
を
中
心

に
み
る
と
、
東
日
本
大
震
災

被
災
地
の
復
旧
・
復
興
で
は
、

特
別
会
計
総
額
2
兆
7
3
9

億
円
（
う
ち
復
興
庁
所
管
分

1
兆
4
0
2
4
億
円
）
を
原

資
に
、
①
被
災
者
支
援
②
住

宅
再
建
・
復
興
ま
ち
づ
く
り

③
産
業
・
生
業
の
再
生
④
原

子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再

生
―
な
ど
を
進
め
る
。

「
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靭
化
の
た
め
の
3
か
年
緊
急

対
策
」
は
1
兆
1
4
3
2
億

円
を
計
上
。
来
年
度
は
、
平

成
30
年
12
月
策
定
の
「
防
災

・
減
災
、
国
土
強
靭
化
の
た

め
の
3
か
年
緊
急
対
策
」
の

3
年
目
に
当
た
り
、
主
に
①

河
川
の
堤
防
決
壊
・
洪
水
時

や
、
海
岸
堤
防
の
高
潮
な
ど

に
対
す
る
緊
急
対
策
②
農
業

水
利
施
設
、
た
め
池
、
治
山

施
設
、
漁
港
、
農
業
用
ハ
ウ

ス
な
ど
の
強
靭
化
③
学
校
・

医
療
・
社
会
福
祉
各
施
設
の

耐
震
化
④
災
害
リ
ス
ク
情
報

整
備
が
不
十
分
な
自
治
体
で

の
土
砂
災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ

プ
の
作
成
加
速
―
な
ど
の
施

策
に
取
り
組
む
。

地
域
医
療
で
は
医
療
機
関

の
病
床
数
適
正
化
を
目
指
す

「
地
域
医
療
構

想
」
の
推
進
に

向
け
、
病
院
経

営
が
厳
し
い
地

域
に
立
地
す
る

中
核
的
な
公
立

病
院
を
対
象
に
、

財
政
支
援
を
強

化
す
る
こ
と
を

決
め
た
。
医
師

確
保
や
、
災
害

拠
点
と
し
て
の

機
能
維
持
に
必

要
な
経
費
に
対

す
る
繰
り
出
し

に
つ
い
て
新
た

に
特
別
交
付
税

措
置
を
講
じ
る
。

ま
た
、
周
産

期
・
小
児
医
療
、

救
命
救
急
セ
ン

タ
ー
な
ど
特
に

公
立
病
院
が
役

割
を
果
た
す
こ

と
が
期
待
さ
れ

る
分
野
に
つ
い

て
、
特
別
交
付

税
措
置
を
拡
充

す
る
。

本日、令和2年度予算案が閣議決定され、地方財政対
策が決定した。
まず、地方税が増収となる中で、地方交付税について

前年度を上回る16．6兆円を確保するとともに、地方の一
般財源総額について、社会保障関係費、防災・減災対策、
会計年度任用職員制度の導入等に係る歳出の増を踏まえ、
前年度を上回る63．4兆円を確保したことは高く評価する。
令和元年度に引き続き折半対象財源不足が生じないこ

ととなり、臨時財政対策債を0．1兆円抑制したことは評価
する。しかし、依然として巨額の財源不足が解消されて
いないことから地方交付税の法定率の引上げなど、特例
措置に依存しない持続可能な制度の確立を目指していた
だきたい。
地方法人課税の新たな偏在是正措置により生じる財源

の全額4，200億円を活用して、地方団体が地域社会の維持
・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組む
ための「地域社会再生事業費（仮称）」を創設したこと
は高く評価する。
防災・減災対策については、地方団体が単独事業とし

て実施する河川等の浚渫を推進するため、新たに「緊急
浚渫推進事業費（仮称）」900億円を計上するとともに、
都道府県等の技術職員の増員による市町村への支援や大
規模災害時の中長期派遣の要員を確保するための経費に
対して地方財政措置が図られたほか、令和元年度補正予
算案において、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」
に基づき、災害からの復旧・復興のための施策を講じる
とともに、特別交付税を増額したことは高く評価する。
また、災害防止などの観点から森林整備を一層推進す

るため、森林環境譲与税について地方公共団体金融機構
の公庫債権金利変動準備金を活用して増額確保したこと
は評価する。
幼児教育・高等教育の無償化に要する地方負担を含む

人づくり革命に係る事業費等については、歳出に全額計
上し、必要な財源を確保したことは評価する。また、令
和元年度補正予算案において、「ＧＩＧＡスクール構想
の実現」など、次代の社会を担う人材の育成に対して各
種の措置を講じたことを評価する。
会計年度任用職員制度が令和2年度から施行されるこ

とに伴う期末手当の支給等に必要となる経費については、
歳出に増額計上し必要な財源を確保したことは評価する。
地方創生については、「まち・ひと・しごと創生事業

費」を引き続き1兆円確保するとともに、「地方創生推
進交付金」について、前年度と同額の1，000億円を確保し
たほか、Society5．0を推進するための支援の枠組みの新
設、複数年度にわたる施設整備事業の円滑化、「移住支
援金」の対象者・対象企業に係る要件緩和など運用の改
善を図ったことに加え、令和元年度補正予算案において、
「地方創生拠点整備交付金」の対象事業を拡大した上で
600億円確保するなど、地方創生の実現に向けた各種の措
置を講じたことを評価する。
地方の未来を切り拓いていくことなくして、日本の未

来はない。我々は自らの意志と創意工夫で未来を切り拓
いていく所存であり、今後とも地方税財源の確保・充実
が図られることを求める。

令和元年12月20日

地方六団体
全 国 知 事 会 会 長 飯泉 嘉門
全国都道府県議会議長会会長 田中 英夫
全 国 市 長 会 会 長 立谷 秀清
全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 野尻 哲雄
全 国 町 村 会 会 長 荒木 泰臣
全国町村議会議長会会長 松尾 文則

22
年年
連連
続続
11
00
00
兆兆
円円
超超

来
年
度
一
般
会
計
予
算
案

令和2年度地方財政対策等についての共同声明
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本
会
は
、
「
令
和
元
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る

実
態
調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め
た
。
平
成
30
年
（
1

月
1
日
〜
12
月
31
日
）
を
対
象
期
間
と
し
、
オ
ン
ラ
イ

ン
で
調
査
を
実
施
、
回
収
率
は
1
0
0
％
だ
っ
た
。
そ

れ
に
よ
る
と
通
年
会
期
制
を
採
用
す
る
市
区
が
同
年
も

増
え
続
け
、
今
調
査
で
35
市
区
に
広
が
っ
た
。
調
査
結

果
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
。

本
紙
で
は
、
調
査
結
果
の

一
部
を
今
号
と
次
号
に
分
け

て
掲
載
す
る
。
本
文
中
の
か

っ
こ
内
の
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ

（
％
）
は
、
記
載
が
な
い
限

り
、
調
査
対
象
の
8
1
5
市

区
に
対
す
る
割
合
。
平
成
29

年
以
前
の
調
査
結
果
を
含
む

記
述
に
つ
い
て
は
、
全
て
本

紙
調
べ
。

通
年
会
期
制
の
採
用

通
年
会
期
制
を
採
用
し
て

い
る
市
区
は
、
平
成
29
年
か

ら
4
市
増
の
35
市
区
（
4
・

3
％
）
。
定
例
会
を
条
例
で

年
1
回
と
定
め
て
い
る
市
区

は
、
4
市
増
の
26
市
区
と
な

っ
た
。
24
年
追
加
の
地
方
自

治
法
第
一
〇
二
条
の
二
に
よ

る
通
年
会
期
制
を
採
用
し
て

い
る
市
は
、
29
年
と
同
数
の

9
だ
っ
た
。

通
年
会
期
制
を
採
用
し
て

い
る
35
市
区
を
開
会
年
別
、

条
文
別
に
表
①
に
示
し
た
。

休
日
・
夜
間
議
会
の
開
催

休
日
議
会
を
開
催
し
て
い

る
市
は
、
7
市
増
6
市
区
減

で
平
成
29
年
か
ら
1
市
増
の

20
市（
2
・
5
％
）と
な
っ
た
。

直
近
5
年
で
は
、
26
年
が

17
市
区
、
27
〜
29
年
は
19
市

区
が
開
催
し
て
い
る
。

夜
間
議
会
を
開
催
し
て
い

る
市
は
夕
張
、
大
東
、
荒
尾

の
3
市
で
、
29
年
度
か
ら
1

市
減
少
し
た
。
大
東
市
は
12

年
か
ら
、
夕
張
市
は
23
年
か

ら
、
荒
尾
市
は
27
年
か
ら
毎

年
開
催
し
て
い
る
。

本
会
議
傍
聴
の
際
の

記
入
内
容
・
配
布
資
料

本
会
議
傍
聴
の
際
に
氏
名

等
の
記
入
を
必
要
と
し
て
い

る
市
区
は
、
平
成
29
年
度
か

ら
2
市
増
11
市
区
減
の
7
1

8
市
区
（
88
・
1
％
）
。
記

入
事
項
は
、
氏
名
が
7
1
3

市
区
（
記
入
必
要
市
区
の
99

・
3
％
）
、
住
所
が
6
9
4

市
区
（
同
96
・
7
％
）
、
年

齢
が
2
9
0
市
区
（
同
40
・

4
％
）
。
3
事
項
全
て
の
記

入
が
必
要
な
の
は
2
8
7
市

区
（
同
40
・
0
％
）
だ
っ
た
。

本
会
議
の
傍
聴
者
に
対
し

て
資
料
を
配
布
し
て
い
る
市

は
、
29
年
度
か
ら
8
市
増
の

8
0
3
市
区
（
98
・
5
％
）
。

内
訳
は
、
質
問
内
容
の
資
料

が
7
4
7
市
区
（
資
料
配
布

市
区
の
93
・
0
％
）
、
議
事

日
程
が
6
9
9
市
区
（
同
87

・
0
％
）
、
議
案
（
一
部
の

み
の
場
合
も
含
む
）
が
2
9

5
市
区
（
同
36
・
7
％
）
だ

っ
た
。

個
人
・
代
表
質
問
の
実
施

個
人
質
問
は
29
年
か
ら
2

市
増
の
8
0
5
市
区
（
98
・

8
％
）
が
実
施
。
質
問
時
間

の
制
限
は
、
2
市
増
の
7
9

2
市
区
（
個
人
質
問
実
施
市

区
の
98
・
4
％
）
が
行
っ
て

い
る
。
1
人
当
た
り

の
持
ち
時
間
は
、
31

〜
60
分
以
内
と
し
て

い
る
市
区
が
最
も
多

く
、
4
4
7
市
（
質

問
時
間
制
限
市
区
の

56
・
4
％
）
。
答
弁

時
間
を
質
問
時
間
に

含
む
市
区
は
2
市
増

2
市
減
の
4
6
3
市

区
（
同
58
・
5
％
）

だ
っ
た
。

代
表
質
問
は
5
市

増
4
市
減
の
4
0
5

市
区
（
49
・
7
％
）

が
実
施
。
質
問
時
間

の
制
限
は
、
5
市
増

4
市
減
の
3
8
1
市

区
（
代
表
質
問
実
施

市
の
94
・
1
％
）
が
行
っ
て

い
る
。
1
人
当
た
り
の
持
ち

時
間
は
、
31
〜
60
分
以
内
が

最
も
多
く
、1
2
5
市
区（
質

問
時
間
制
限
市
区
の
32
・
8

％
）
。
答
弁
時
間
を
質
問
時

間
に
含
む
市
区
は
2
市
増
6

市
減
の
1
7
5
市
区
（
同
45

・
9
％
）
だ
っ
た
。

個
人
、
代
表
質
問
そ
れ
ぞ

れ
の
質
問
の
持
ち
時
間
を
表

②
に
掲
載
し
た
。

市数

1市
2市

7市

11市区

6市

2市
2市

4市

35市区

通年会期を採用し
ている※2

―
―

柏崎市、小松島市、
三好市

常総市、鳥羽市、
福島市

厚木市、久慈市

―
四條畷市

―

9市

定例会を条例で年1回と
定めている※1

四日市市
壱岐市、豊明市
大阪狭山市、大津市、
根室市、白山市
滝沢市、土佐清水市、
相模原市、大東市、京
都市、文京区、荒川区、
金沢市
登米市、青梅市、枚方
市、北上市
あきる野市、守谷市
横須賀市
宮古市、鈴鹿市、亀岡
市、安来市
26市区

23年
24年

25年

26年

27年

28年
29年

30年

市区数

その他

124市区
15．7％
―

193市区
80．7％
―

61分
以上

42市
5．3％
（6．3％）

29市
7．6％
（15．4％）

31分～
60分以内

447市
56．4％
（66．9％）

125市区
32．8％
（66．5％）

30分
以内

179市区
22．6％
（26．8％）

34市区
8．9％
（18．1％）

時間制限を導入
している市の数

792市区
（805市区中）

381市区
（405市区中）

個
人
質
問

代
表
質
問

3355
市市
区区
でで
通通
年年
会会
期期

市
議
会
の
実
態
調
査〈
上
〉

表① 通年会期制を採用している市区（開始年別、条文別）

※かっこ内のパーセンテージ（％）は「その他」を除いた割合

表② 質問の時間制限

※1地方自治法第102条第2項
※2同第102条の2第1項
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